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半導体産業の地産地消と
当社グローバル戦略

フェローテック「日本回帰」石川・熊本生産拡大、及びM＆A強化

	 はじめに
	 ：企業理念「顧客に満足を

	 地球にやさしさを

	 社会に夢と活力を」

㈱フェローテックホールディングス

(以後、｢当社」と言う）は、1980年に

設立された、グローバルを舞台に事業

展開する半導体・エレクトロニクス､

及び自動車産業向け部品メーカーであ

る。近年の当社を取り巻く環境として､

半導体産業では、コロナ禍における世

界的な巣ごもり需要の増大もあり、デ

ジタル化の進展が加速し、5G通信基

地局やデータセンター等のインフラ整

備のため、各国で半導体メーカーの設

備投資が高水準で続いてきた。また､

同時に環境問題への対応として、2050

年までに温室効果ガスの排出を全体と

してゼロにする、カーボンニュートラ

ルへの取り組みが各国で顕著になって

きたことから、電気自動車（EV）や

CO
2
削減に寄与するパワー半導体の需

要も拡大してきた。

このような環境の中、半導体等装置

関連事業、および電子デバイス事業を

主要なセグメントとする当社では、顧

客や市場の需要拡大に対応するため､

中国の各生産拠点を中心として、半導

体製造装置向け部材・サービス、およ

びパワー半導体絶縁基板等、主要製品

の生産能力増強投資を実施し、毎年大

幅な売上高の成長を実現してきた。

	 当社主力事業の紹介
(1)	 半導体等装置関連

	 セグメントについて

当社の半導体等装置関連セグメント

での主力製品は半導体製造装置向けマ

テリアル部材の石英、シリコン、セラ

ミックス、CVD-SiCである。これらの

製品は欧米、日本、中国などの有力な

製造装置メーカーの認定を受け、半導

体製造装置メーカー、および半導体の

生産を行う半導体メーカーに供給され

ている。四つの製品については、全て

当社がM＆Aで他社から獲得した技術

・事業であり、何れも大きな事業拡大

が実現している。半導体メーカーの新

規設備投資における需要のみでなく､

生産稼働に応じた消耗材としてリピー

ト注文を頂ける点で、当社の経営基盤

を支える重要な部材となっている。ま

た、コア技術である磁石に反応する

｢磁性流体」を活用したグローバルトッ

プシェアの真空シールも当社の代表的

な製品の一つだ。加えて、この３年程

度で売上規模が拡大してきた、2022年

12月に中国連結子会社が深圳の創業

板で上場した事業となる装置部品洗浄
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(半導体、およびFPDメーカー向けサー

ビス）も当セグメントに属している｡

(2)	 電子デバイス

	 セグメントについて

当社の電子デバイスセグメントでは､

コア技術である磁性流体とサーモモジ

ュール（ペルチェ素子とも言う）があ

る。磁性流体は、真空シールに応用さ

れる他、磁性に反応する液体と言う特

徴を伴い、単体ではスマホの振動低減

やスピーカーの高音質対策などに用い

られる。サーモモジュールは電流を流

すと熱を移動するヒートポンプの役割

を果たすことから、電子機器の恒温や

熱対策素材として用いられ、光通信､

医療・バイオ、半導体製造装置や家電

民生品等、幅広い分野で活用されてい

る。その他同セグメントでは、昨今売

上伸長が著しいいパワー半導体用絶縁

基板もある。この製品はアルミナ等の

セラミックスや窒化ケイ素などの基板

に、銅板を直接接合、銅回路を形成し

た電子部品だ。電気的な絶縁とともに

効率的な放熱、高強度が求められるパ

ワーデバイスにおいて、広く使用され

る。最後に、子会社の大泉製作所で手

掛ける温度センサも同セグメントに最

近加わった。温度制御したい場所の温

度を測定し、温度を電圧、抵抗値など

の物理量に変換して出力するセンサで

あり、自動車、空調、産業機器、医療

など、やはり活用される業界が多岐に

わたる。

	 当社の沿革と、
	 これまでのグローバル
	 経営戦略について

当社の前身は、1960年代に米国で

NASA宇宙計画の際に、無重力下で燃

料移動が可能な液体として「磁性流体｣

を開発した米フェローフルイディクス

社だ。そして、同社が半導体やエレク

トロニクス市場の発展が著しかった日

本に子会社を設立したのが1980年、そ

こから磁性流体を応用した真空シール

や温調デバイスであるサーモモジュー

ルなどをコア製品として事業を拡大し

てきた。当社は1987年に米国親会社か

ら独立し、国内の千葉に初の生産拠点

を構築し、その後1992年には中国に初

の生産拠点を構築した。当社は「米国｣

で生まれ、米国はマーケティングや

R＆D（研究開発）を中心に取り組んで

きた。そして「日本」では、ものづく

りのマザー機能の役割として、生産技

術力に強みを発揮してきた。これに､

｢中国」での量産展開が加わることで､

製造原価力や中国国内の市場成長も追
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い風となり、会社の成長が実現してき

たのがこれまでの当社のグローバル戦

略であり、積極的なM&A戦略も含め､

これらが当社の持つ特徴的なビジネス

モデルであった。

	 昨今の半導体産業
	 サプライチェーンに
	 おけるブロック化、
	 および地政学
	 リスクについて

世界中でIoTが普及し、メタバース

やCHAT GPTのようなAI分野の普及

が加速し、更に電気自動車（EV）市場

の拡大が進む状況の中、半導体は益々

各国にとって重要な戦略物資となって

いる。このような状況の中、経済安全

保障上のリスクとされる先端技術の覇

権争いを背景に、米中間での貿易摩擦

がより深刻になってきた。米国が2022

年10月から半導体製造装置などの対

中輸出規制を強化し、中国内ではCPU

(中央演算処理装置）などのロジック半

導体、およびDRAMやNANDフラッシ

ュなどのメモリ半導体においても、先

端技術に近いとされるプロセスにおい

ては、プロジェクトの立上げが困難な

状況になってきた。このため、中国内

では、規制の対象外となるレガシー半

導体や、パワー半導体（EVや太陽電

池など環境対策による市場成長が著し

い分野）のプロジェクトが活性化して

いる。

一方、米国、欧州、日本、東南アジ

アなどの各国でも、半導体産業サプラ

イチェーンのブロック化（地産地消)

の動きが顕著となり、各国政府も有力

な半導体メーカーを補助金などの優遇

政策も活用することで、自国に誘致し

ている。日本政府が、シリコンアイラ

ンド九州の熊本に台湾のTSMCを誘致

したのも、正に戦略物質である半導体

を中長期で安定確保する狙いがあると

考えられる。

以上のような背景から、これまで主

に製造コストを低減し、企業としての

競争優位性を維持・拡大するための戦

略に基づき、現地法人である中国子会

社での生産能力拡大を継続してきた当

社にとっても、世界各国の顧客が要望

する地産地消をより意識したグローバ

ル生産体制の見直しが地政学リスクを

ヘッジする意味でも不可欠な環境とな

っている。

	 何故今、
	 ｢日本回帰」なのか

当社事業に密接な半導体製造装置の

投資は、半導体メーカーが名を連ねる､
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中国、韓国、台湾が３大市場であるこ

とに変化はなく、これらの市場成長に

対しては、当社も主に中国内に保有す

る多くの生産拠点で生産能力の増大に

取り組んでいる。但し、前述の通り､

例えば東南アジア市場の半導体関連需

要拡大で顧客に望まれているのは地産

地消であり、当社もマレーシア北部ケ

ダ州のクリムに大規模な半導体関連製

品・サービスの生産拠点を新設する他､

ジョホール州でも、パワー半導体絶縁

基板の生産拠点を新設する予定だ。何

れも2024年中には本格的な量産を開始

し、東南アジアに生産拠点を有する米

系の有力な半導体製造装置メーカー､

欧米や日本の半導体メーカーなどの需

要拡大に対応する戦略だ。

同様に、日本ではシリコンアイラン

ド九州での半導体関連メーカーの投資

拡大が顕著になっている。そして日本

国内の多くの顧客が、国内のサプライ

ヤーからの部材調達を望む傾向が強く

なってきた。この国内での需要増のボ

リュームと成長の持続性を鑑み、当社

は、これまで以上に積極的に日本国内

で投資を行い、日系企業として、日本

の半導体産業への貢献度を高め、その

ことが当社グループ全体の企業価値向

上に繋がると判断し、2022年初頭に､

社内外に対し、｢日本回帰」の方針を示

した。

	 ｢日本回帰」を掲げ、
	 既存事業の拡大と、
	 積極的なM＆Aを展開

｢日本回帰」方針の下、当社では大き

く次の３点に関して、具体的な動きを

取っている。

①		 半導体製造装置向け部材「セラ

ミックス」の増産を進めるため､

	 石川県白山市に第２工場を2022年

11月に竣工。更に、隣接する川北

町に第３工場を竣工予定（2024

年中)。

②		 日本のシリコンアイランド九州

の中心となる、熊本県大津町に半

導体製造装置向け部材「石英｣、お

よび「装置部品洗浄」の新拠点を

竣工予定（2024年中)｡

③		 企業のDNAの一部でもある「M

	 ＆A戦略」を加速させ、有望な日

	 系企業各社と一体となり、日本国

	 内、およびグローバル市場での事

	 業成長を加速。具体的には、2022

	 年７月より、新たに「東洋刃物㈱

	 ※工業用刃物」｢㈱大泉製作所※サ

ーミスタ・温度センサ」を連結子

会社に追加。更に2023年４月に

	 は、主要子会社の「㈱フェローテ

ックマテリアルテクノロジーズ※

半導体部材」を通じ、半導体製造

装置やFPD製造装置メーカー向け

の真空装置の受託製造を行う「㈱

コスモ・サイエンス」を連結子会

社化。

上記以外でも、半導体製造装置向け

部材「CVD-SiC」の増産を進めるた

め、岡山県玉野市の既存工場でも追加

投資を実施している。

このように、地政学リスクを鑑み､

米中貿易摩擦など今後の環境変化も想

定しながら、今改めて日本を重視する

ことは、当社が持続的に会社の成長実

現を図る上で不可欠だ｡

	 当社特有の取り組み
	 ：｢デジタル化」の

	 逆輸入と水平展開

昨今中国政府が半導体関連企業に優

遇政策を施し、積極的に半導体産業の

育成を進めてきたこともあり、過去５

年にわたり、当社は複数の中国生産拠

点で大規模な生産能力増強投資を実施

してきた。その際、製造工程や倉庫も

含め、工場における自動化、デジタル

化、見える化の改革を推し進め、各生

産拠点での製造原価力、生産技術力の

ノウハウを着実に蓄積してきた。この

中国で先行して実績を積み上げてきた

モノづくりのノウハウを、日本の各生

産拠点に水平展開することで、各製品

の価格・品質・納期の競争力強化に繋

げていく計画だ。これらの取り組みに

ついては、M＆Aで新たに当社に加わ

ったグループ会社の新規設備投資やマ

レーシアの生産新拠点にも適用される｡

	 おわりに
	 ：｢日本回帰」を実のある

	 ものにする上での経営課題

日本国内には、世界的にも卓越した

技術を持った半導体製造装置や電子部

品、素材メーカーが数多く存在する｡

その開発、生産技術力の世界での優位
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性は言うまでもなく、高校・高専・大

学、そして各企業に、優秀な人材が豊

富に存在するのがこれまで、そして今

後将来へ向けても日本の大きな競争力

だ。当社は、今後国内でも複数の事業

の成長を目指していく。そして生産規

模の拡大のみならず、要素技術や製品

開発力を強化していくことが、持続的

な会社の成長実現のために不可欠だ｡

その上で最も重要になってくるのが優

秀な人材の確保、そして従業員の教育

である。当社は、2031年３月期に連結

売上高5,000億円の長期目標を掲げて

いる（2023年３月期実績：2,108億円)｡

この目標を実現するためには、グロ

ーバルなマーケティング・販売、生産

技術、量産をバランスよく戦略的に展

開していく必要があるが、潜在的に優

秀な人材が豊富に居る日本の中で、開

発人員を増員していくのも中長期での

重要な経営課題となっている。このよ

うな背景から、新卒、経験者に関わら

ず、求職者の皆様に当社をより認知し

て頂くために、当社の魅力をより積極

的に発信し、興味を持って頂けるよう

な広報活動も益々重要性を増している｡
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製造、販売。主要製品は、半導体製造

装置向け治具・消耗材（石英・シリコ

ン・セラミックス・CVD-SiC)、真空シ

ール、磁性流体、サーモモジュール、

パワー半導体基板、温度センサ、装置

部品洗浄サービスなど。日米中を主要

市場として、今後は日本の石川・熊本､

マレーシアなどで続々と生産拠点を新

設予定。




